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別に配付する判決（最高裁判所第三小法廷平成１７年（あ）第１８１９号 広島市暴走族追放条例違

反事件 平成１９年９月１８日）の法廷意見を読み，以下の問いに答えなさい。 

 

 問１ 法廷意見の論旨について，憲法上の問題点を指摘して，その内容を説明しなさい。 

 

問２ 問１での検討にもとづき，上記法廷意見を，被告人の立場から批判しなさい。 
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【別紙】 

 

最高裁判所第三小法廷平成１７年（あ）第１８１９号 

平成１９年９月１８日判決 

 

 

       主   文 

 

本件上告を棄却する。 

 

 

       理   由 

 

１ 弁護人田中千秋の上告趣意のうち，広島市暴走族追放条例（平成１４年広島市条例第３

９号。以下「本条例」という。）１６条１項１号，１７条，１９条の各規定が文面上も内容上

も憲法２１条１項，３１条に違反するとの主張について 

（１）原判決が是認する第１審判決によれば，被告人は，観音連合などの暴走族構成員約４

０名と共謀の上，平成１４年１１月２３日午後１０時３１分ころから，広島市が管理する公

共の場所である広島市中区所在の「広島市西新天地公共広場」において，広島市長の許可を

得ないで，所属する暴走族のグループ名を刺しゅうした「特攻服」と呼ばれる服を着用し，

顔面の全部若しくは一部を覆い隠し，円陣を組み，旗を立てる等威勢を示して，公衆に不安

又は恐怖を覚えさせるような集会を行い，同日午後１０時３５分ころ，同所において，本条

例による広島市長の権限を代行する広島市職員から，上記集会を中止して上記広場から退去

するよう命令を受けたが，これに従わず，引き続き同所において，同日午後１０時４１分こ

ろまで本件集会を継続し，もって，上記命令に違反したものである。 

 本条例は，１６条１項において，「何人も，次に掲げる行為をしてはならない。」と定め，

その１号として「公共の場所において，当該場所の所有者又は管理者の承諾又は許可を得な

いで，公衆に不安又は恐怖を覚えさせるようない集又は集会を行うこと」を掲げる。そして，

本条例１７条は，「前条第１項第１号の行為が，本市の管理する公共の場所において，特異な

服装をし，顔面の全部若しくは一部を覆い隠し，円陣を組み，又は旗を立てる等威勢を示す

ことにより行われたときは，市長は，当該行為者に対し，当該行為の中止又は当該場所から

の退去を命ずることができる。」とし，本条例１９条は，この市長の命令に違反した者は，６

月以下の懲役又は１０万円以下の罰金に処するものと規定している。 

 第１審判決は，被告人の行為が上記の本条例１９条，１６条１項１号，１７条に該当する

として，被告人に懲役４月，３年間刑執行猶予の有罪判決を言い渡した。 

 なお，本条例２条７号は，暴走族につき，「暴走行為をすることを目的として結成された集

団又は公共の場所において，公衆に不安若しくは恐怖を覚えさせるような特異な服装若しく

は集団名を表示した服装で，い集，集会若しくは示威行為を行う集団をいう。」と定義してい

るところ，記録によれば，上記観音連合など本件集会参加者が所属する暴走族は，いずれも

暴走行為をすることを目的として結成された集団，すなわち社会通念上の暴走族にほかなら

ず，暴力団の準構成員である被告人は，これら暴走族の後ろ盾となることにより事実上これ

を支配する「面倒見」と呼ばれる地位にあって，本件集会を主宰し，これを指揮していたも

のと認められる。 

（２）所論は，本条例１６条１項１号，１７条，１９条の規定の文言からすれば，その適用

範囲が広範に過ぎると指摘する。 

 なるほど，本条例は，暴走族の定義において社会通念上の暴走族以外の集団が含まれる文

言となっていること，禁止行為の対象及び市長の中止・退去命令の対象も社会通念上の暴走

族以外の者の行為にも及ぶ文言となっていることなど，規定の仕方が適切ではなく，本条例



がその文言どおりに適用されることになると，規制の対象が広範囲に及び，憲法２１条１項

及び３１条との関係で問題があることは所論のとおりである。しかし，本条例１９条が処罰

の対象としているのは，同１７条の市長の中止・退去命令に違反する行為に限られる。そし

て，本条例の目的規定である１条は，「暴走行為，い集，集会及び祭礼等における示威行為が，

市民生活や少年の健全育成に多大な影響を及ぼしているのみならず，国際平和文化都市の印

象を著しく傷つけている」存在としての「暴走族」を本条例が規定する諸対策の対象として

想定するものと解され，本条例５条，６条も，少年が加入する対象としての「暴走族」を想

定しているほか，本条例には，暴走行為自体の抑止を眼目としている規定も数多く含まれて

いる。また，本条例の委任規則である本条例施行規則３条は，「暴走，騒音，暴走族名等暴走

族であることを強調するような文言等を刺しゅう，印刷等をされた服装等」の着用者の存在

（１号），「暴走族名等暴走族であることを強調するような文言等を刺しゅう，印刷等をされ

た旗等」の存在（４号），「暴走族であることを強調するような大声の掛合い等」（５号）を本

条例１７条の中止命令等を発する際の判断基準として挙げている。このような本条例の全体

から読み取ることができる趣旨，さらには本条例施行規則の規定等を総合すれば，本条例が

規制の対象としている「暴走族」は，本条例２条７号の定義にもかかわらず，暴走行為を目

的として結成された集団である本来的な意味における暴走族の外には，服装，旗，言動など

においてこのような暴走族に類似し社会通念上これと同視することができる集団に限られる

ものと解され，したがって，市長において本条例による中止・退去命令を発し得る対象も，

被告人に適用されている「集会」との関係では，本来的な意味における暴走族及び上記のよ

うなその類似集団による集会が，本条例１６条１項１号，１７条所定の場所及び態様で行わ

れている場合に限定されると解される。 

 そして，このように限定的に解釈すれば，本条例１６条１項１号，１７条，１９条の規定

による規制は，広島市内の公共の場所における暴走族による集会等が公衆の平穏を害してき

たこと，規制に係る集会であっても，これを行うことを直ちに犯罪として処罰するのではな

く，市長による中止命令等の対象とするにとどめ，この命令に違反した場合に初めて処罰す

べきものとするという事後的かつ段階的規制によっていること等にかんがみると，その弊害

を防止しようとする規制目的の正当性，弊害防止手段としての合理性，この規制により得ら

れる利益と失われる利益との均衡の観点に照らし，いまだ憲法２１条１項，３１条に違反す

るとまではいえないことは，最高裁昭和４４年（あ）第１５０１号同４９年１１月６日大法

廷判決・刑集２８巻９号３９３頁，最高裁昭和６１年（行ツ）第１１号平成４年７月１日大

法廷判決・民集４６巻５号４３７頁の趣旨に徴して明らかである。 

（３）なお，所論は，本条例１６条１項１号，１７条，１９条の各規定が明確性を欠き，憲

法２１条１項，３１条に違反する旨主張するが，各規定の文言が不明確であるとはいえない

から，所論は前提を欠く。 

（４）以上のとおりであり，原判決に所論の違憲はなく，論旨は採用することができない。 

２ 弁護人のその余の上告趣意は，広島市の被告人らに対する中止及び退去命令の違憲をい

うものであるが，実質は単なる法令違反の主張であり，適法な上告理由に当たらない。 

３ よって，刑訴法４０８条により，主文のとおり判決する。 


